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1.平成17年9月中間期の業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 4,402 (    8.7) 27 (－) 6 (－)

16年9月中間期 4,050 ( △ 6.0) △　314 (－) 　△　344 (－)

17 年 3月 期 11,059 　 250 　 211 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 16 (－) 3 67

16年9月中間期 △　291 (－) △　53 40

17 年3  月 期 403 　 76 53
(注) ① 期中平均株式数

　 　 （普通株式） 17年9月中間期 4,507,660株 16年9月中間期 5,454,460株 17年3月期 5,270,299株

　 　 （優先株式） 17年9月中間期 2,000,000株 16年9月中間期 338,797株 17年3月期 1,167,123株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金
　 円 銭 円 銭

17年9月中間期 0 0 ――――――

16年9月中間期 0 0 ――――――

17 年  3月 期 ―――――― 0 0
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 8,518 848 10.0 55 06

16年9月中間期 9,247 125 1.4 △　86 90

17 年3  月 期 9,565 835 8.7 52 21
(注) ① 期末発行済株式数

　 　 （普通株式） 17年9月中間期 4,507,660株 16年9月中間期 5,454,460株 17年3月期 4,507,660株

　 　 （優先株式） 17年9月中間期 2,000,000株 16年9月中間期 2,000,000株 17年3月期 2,000,000株

　 ② 期末自己株式数 17年9月中間期 998,340株 16年9月中間期 51,540株 17年3月期 998,340株

　

2.平成18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 11,159 360 310 0 0 0 0

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　68円77銭
　　※　上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 881,607 　 　 1,041,060 　 　 396,991 　 　

２　受取手形 ※2,4 1,703,592 　 　 1,749,612 　 　 2,871,156 　 　

３　売掛金 　 1,081,927 　 　 1,234,109 　 　 2,115,560 　 　

４　たな卸資産 　 1,607,630 　 　 1,557,647 　 　 1,137,883 　 　

５　その他 ※５ 113,297 　 　 83,235 　 　 202,210 　 　

６　貸倒引当金 　 △65,015 　 　 △80,490 　 　 △113,529 　 　

流動資産合計 　 　 5,323,040 57.6 　 5,585,175 65.6 　 6,610,273 69.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物 　 810,647 　 　 643,970 　 　 666,531 　 　

(2) 機械及び装置 　 462,015 　 　 475,817 　 　 483,517 　 　

(3) 土地 　 2,022,600 　 　 1,178,109 　 　 1,180,697 　 　

(4) その他 　 305,416 　 　 352,341 　 　 308,179 　 　

有形固定資産合計 　 　 3,600,680 38.9 　 2,650,239 31.1 　 2,638,926 27.6

２　無形固定資産 　 　 31,741 0.3 　 32,508 0.4 　 33,259 0.3

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 投資その他の資産 ※２ 638,054 　 　 553,358 　 　 585,902 　 　

(2) 貸倒引当金 　 △346,174 　 　 △302,992 　 　 △303,006 　 　

投資その他の資産
合計

　 　 291,880 3.2 　 250,365 2.9 　 282,895 3.0

固定資産合計 　 　 3,924,301 42.4 　 2,933,113 34.4 　 2,955,081 30.9

資産合計 　 　 9,247,342 100.0 　 8,518,289 100.0 　 9,565,354 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　支払手形 　 1,148,984 　 　 1,231,574 　 　 1,658,724 　 　

２　買掛金 　 387,394 　 　 444,717 　 　 620,070 　 　

３　短期借入金 ※２ 1,010,000 　 　 200,000 　 　 324,000 　 　

４　賞与引当金 　 100,776 　 　 59,859 　 　 83,027 　 　

５　その他 479,217 　 　 473,115 　 　 608,220 　 　

流動負債合計 　 　 3,126,372 33.8 　 2,409,267 28.3 　 3,294,043 34.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 ※２ 5,409,300 　 　 4,738,600 　 　 4,888,700 　 　

２　退職給付引当金 　 484,005 　 　 468,596 　 　 470,940 　 　

３　その他 　 101,682 　 　 53,621 　 　 76,347 　 　

固定負債合計 　 　 5,994,987 64.8 　 5,260,818 61.7 　 5,435,988 56.8

負債合計 　 　 9,121,360 98.6 　 7,670,085 90.0 　 8,730,031 91.3

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 800,000 8.7 　 800,000 9.4 　 800,000 8.4

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 300,000 　 　 300,000 　 　 300,000 　 　

資本剰余金合計 　 　 300,000 3.2 　 300,000 3.5 　 300,000 3.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　任意積立金 　 13,275 　 　 8,928 　 　 13,275 　 　

２　中間(当期)未処理
損失

　 1,001,550 　 　 286,029 　 　 306,925 　 　

利益剰余金合計 　 　 △988,274 △10.7 　 △277,101 △3.2 　 △293,649 △3.1

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 25,263 0.3 　 36,434 0.4 　 40,101 0.4

Ⅴ　自己株式 　 　 △11,007 △0.1 　 △11,129 △0.1 　 △11,129 △0.1

資本合計 　 　 125,981 1.4 　 848,204 10.0 　 835,322 8.7

負債・資本合計 　 　 9,247,342 100.0 　 8,518,289 100.0 　 9,565,354 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 3 ―



② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※５ 　 4,050,451 100.0 　 4,402,605 100.0 　 11,059,945 100.0

Ⅱ　売上原価 ※６ 　 3,100,478 76.5 　 3,157,658 71.7 　 8,202,897 74.2

売上総利益 　 　 949,972 23.5 　 1,244,947 28.3 　 2,857,047 25.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※６ 　 1,264,266 31.2 　 1,217,028 27.6 　 2,606,783 23.5

営業利益 　 　
　
―
　

― 　 27,919 0.7 　 250,263 2.3

営業損失 　 　 314,293 △7.7 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 40,577 1.0 　 21,493 0.5 　 90,361 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※2,6 　 71,254 1.8 　 42,984 1.0 　 128,991 1.2

経常利益 　 　
　
―
　

― 　 6,428 0.2 　 211,634 1.9

経常損失 　 　 344,970 △8.5 　 ― ― 　 ― ―

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 68,405 1.6 　 48,169 1.0 　 331,774 3.0

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 9,751 0.2 　 32,306 0.7 　 127,841 1.1

税引前中間(当期)
純利益

　 　
　
―
　

― 　 22,291 0.5 　 415,567 3.8

税引前中間純損失 　 　 286,316 △7.1 　 ― ― 　 ― ―

法人税、住民税
及び事業税

　 6,423 　 　 6,687 　 　 15,155 　 　

法人税等調整額 　 △1,473 4,949 0.1 △944 5,743 0.1 △2,947 12,208 0.2

中間(当期)純利益 　 　
　
―
　

　
　

　 16,548 0.4 　 403,359 3.6

中間純損失 　 　 291,266 △7.2 　 ― 　 　 ― 　

前期繰越損失 　 　 2,028,344 　 　 302,577 　 　 2,028,344 　

資本減少による
欠損填補額

　 　 1,318,060 　 　 ― 　 　 1,318,060 　

中間(当期)未処理
損失

　 　 1,001,550 　 　 286,029 　 　 306,925 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
　①　満期保有目的の債券
　　　…償却原価法(定額

法)

(1) 有価証券
　①　満期保有目的の債券

同左
　

(1) 有価証券
　①　満期保有目的の債券

同左
　

　 　②　子会社株式等
　　　…移動平均法による

原価法

　②　子会社株式等
同左

　②　子会社株式等
同左

　 　③　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　…中間決算末日の市

場価格等に基づく
時価法(評価差額
は全部資本直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定)

　③　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左

　③　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　…決算末日の市場価

格等に基づく時価
法(評価差額は全
部資本直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

　 　　　時価のないもの
　　　…移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの
同左

　　　時価のないもの
同左

　

　 (2) たな卸資産
　①　商品・製品・原材

料・仕掛品
　　　…総平均法による原

価法
　②　貯蔵品
　　　…最終仕入原価法に

よる原価法

(2) たな卸資産
同左

(2) たな卸資産
同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
　　定率法
　　なお、耐用年数及び残

存価額については、法人
税法に規定する方法と同
一の基準によっておりま
す。ただし、取得価額が
10万円以上20万円未満の
少額減価償却資産につい
ては、一括償却資産とし
て３年間で均等償却する
方法を採用しておりま
す。

(1) 有形固定資産
同左

　　　　
　

(1) 有形固定資産
同左

　 (2) 無形固定資産
　　定額法
　　なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によ
っております。ただし、
取得価額が10万円以上20
万円未満の少額減価償却
資産については、一括償
却資産として３年間で均
等償却する方法を採用
し、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内に
おける利用可能期間(５
年)に基づく定額法を採用
しております。

(2) 無形固定資産
同左

　

(2) 無形固定資産
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 (3) 長期前払費用

　　定額法

　　なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、次の方

法により計上しておりま

す。

　①　一般債権

　　　貸倒実績率によって

おります。

　②　貸倒懸念債権及び破

産更生債権

　　　個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

　

　

　

(2) 賞与引当金

同左

　

　

　

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いる額を計上しておりま

す。

　 　　過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る按分額を費用処理して

おります。

同左 同左

　 　　数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より

費用処理しております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっており

ます。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左

　 (2) 税効果会計

　　当中間会計期間に係る

納付税額及び法人税等調

整額は、当期において予

定している利益処分によ

る特別償却準備金の取崩

を前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算

しております。

(2) 税効果会計

同左

――――

　

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日　企

業会計基準委員会　実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が1,100千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失がそれぞ

れ1,100千円増加しております。

―――――― 　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日　企業会計基

準委員会　実務対応報告第12号)に従

い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が3,127千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ3,127千円減少しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

7,278,458千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

7,036,656千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,942,864千円

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

　　(1) 担保に供している資産

受取手形 119,272千円

建物 671,477千円

構築物 545千円

機械及び
装置

44,741千円

土地 1,949,976千円

投資有価
証券

205,518千円

計 2,991,531千円

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

　　(1) 担保に供している資産

受取手形 100,201千円

建物 517,801千円

構築物 505千円

機械及び
装置

38,057千円

土地 1,115,887千円

投資有価
証券

168,916千円

計 1,941,369千円

※２　担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

　　(1) 担保に供している資産

受取手形 100,231千円

建物 535,878千円

構築物 524千円

機械及び
装置

41,078千円

土地 1,117,475千円

投資有価
証券

194,225千円

計 1,989,413千円

　　(2) 対応する債務の内容

短期借入金 1,010,000千円

長期借入金 5,409,300千円

計 6,419,300千円

　　(2) 対応する債務の内容

短期借入金 200,000千円

長期借入金 4,738,600千円

計 4,938,600千円

　　(2) 対応する債務の内容

短期借入金 324,000千円

長期借入金 4,888,700千円

計 5,212,700千円

　３　保証債務

　　　従業員の金融機関からの借入

金に対し保証を行っておりま

す。

29,636千円

　　　子会社のリース債務に対し連

帯保証を行っております。

6,941千円

　３　保証債務

　　　従業員の金融機関からの借入

金に対し保証を行っておりま

す。

26,629千円

　　　子会社のリース債務に対し連

帯保証を行っております。

5,831千円

　３　保証債務

　　　従業員の金融機関からの借入

金に対し保証を行っておりま

す。

27,244千円

　　　子会社のリース債務に対し連

帯保証を行っております。

6,386千円

※４　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書
譲渡高

92,463千円

※４　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書
譲渡高

58,618千円

※４　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形
割引高

349,242千円

受取手形裏書
譲渡高

67,422千円

※５　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※５　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 21千円

受取配当金 2,747千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1千円

受取配当金 2,998千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 21千円

受取配当金 3,254千円

保険配当金収入 15,193千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 53,139千円

減価償却費 6,483千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 39,610千円

減価償却費 1,781千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 97,435千円

減価償却費 11,765千円

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入額

68,315千円

※３　特別利益の主要項目

土地売却益 3,412千円

投資有価証券売
却益

28,731千円

貸倒引当金
戻入額

16,025千円

※３　特別利益の主要項目

建物売却益 21,486千円

土地売却益 286,503千円

投資有価証券売
却益

9,313千円

貸倒引当金
戻入額

14,401千円

※４　特別損失の主要項目

機械及び装置
除却損

9,195千円

※４　特別損失の主要項目

機械及び装置
除却損

1,805千円

その他固定資産
除却損

431千円

たな卸資産
評価損

10,428千円

災害損失 17,730千円

※４　特別損失の主要項目

建物除却損 60千円

機械及び装置
除却損

11,878千円

その他固定資産
除却損

2,899千円

たな卸資産
評価損

1,905千円

※５　当社の売上高は季節的変動が

著しく、事業年度の上半期と下

半期との間に著しい相違があり

ます。

　　　なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとおり

であります。

前事業年度
の下半期

7,448,506千円

当中間期 4,050,451千円

計 11,498,957千円

※５　当社の売上高は季節的変動が

著しく、事業年度の上半期と下

半期との間に著しい相違があり

ます。

　　　なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとおり

であります。

前事業年度
の下半期

7,009,494千円

当中間期 4,402,605千円

計 11,412,099千円

―――――

※６　減価償却実施額

有形固定資産 108,590千円

無形固定資産 1,947千円

投資その他の
資産

2,769千円

※６　減価償却実施額

有形固定資産 114,500千円

無形固定資産 1,852千円

投資その他の
資産

2,332千円

※６　減価償却実施額

有形固定資産 237,873千円

無形固定資産 3,884千円

投資その他の
資産

5,568千円
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　

有形固定資産
「その他」
(車両及び運
搬具)

　
有形固定資産
「その他」
(工具器具及
び備品)

　
無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

　 合計

　 千円　 千円　 千円　 千円

取得価額
相当額

113,137

　

539,662　 377,937　 1,030,737

減価償却
累計額
相当額

32,648

　

296,279　 124,756　 453,684

減損損失
累計額
相当額

9,955

　

93,784　 ―　 103,740

中間期末
残高
相当額

70,533

　

149,598　 253,180　 473,312

　

　

有形固定資産
「その他」
(車両及び運
搬具)

　
有形固定資産
「その他」
(工具器具及
び備品)

　
無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

　 合計

　 千円　 千円　 千円　 千円

取得価額
相当額

133,684

　

637,460　 385,865　 1,157,010

減価償却
累計額
相当額

50,388

　

261,759　 201,998　 514,146

減損損失
累計額
相当額

8,635

　

61,274　 ―　 69,910

中間期末
残高
相当額

74,660

　

314,426　 183,866　 572,953

　

　

有形固定資産
「その他」
(車両及び運
搬具)

　
有形固定資産
「その他」
(工具器具及
び備品)

　
無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

　 合計

　 千円　 千円　 千円　 千円

取得価額
相当額

111,201

　

638,924　 387,937　 1,138,063

減価償却
累計額
相当額

44,372

　

380,045　 163,550　 587,967

減損損失
累計額
相当額

9,814

　

80,064　 ―　 89,878

期末残高
相当額

57,014

　

178,814　 224,386　 460,216

　
　②　未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 249,103千円

１年超 349,203千円

合計 598,307千円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高

　 74,070千円

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 240,354千円

１年超 385,102千円

合計 625,457千円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高

　 21,842千円

　②　未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期末

残高

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 236,975千円

１年超 335,917千円

合計 572,892千円

　　リース資産減損勘定期末残高

　

　 40,653千円

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 157,975千円

リース資産
減損勘定の
取崩額

30,291千円

減価償却費
相当額

111,118千円

支払利息
相当額

23,738千円

減損損失　　 　―千円

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 158,264千円

リース資産
減損勘定の
取崩額

18,811千円

減価償却費
相当額

121,913千円

支払利息
相当額

20,910千円

減損損失 　　―千円

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 325,427千円

リース資産
減損勘定の
取崩額

63,708千円

減価償却費
相当額

244,860千円

支払利息
相当額

44,377千円

減損損失 ―千円

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

　　　…リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

　　・利息相当額の算定方法

　　　…リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　

　　・利息相当額の算定方法

同左

　④　減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　

　　・利息相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

　

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成17年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　
中間連結財務諸表を作成しているた
め、記載を省略しております。

中間連結財務諸表を作成しているた
め、記載を省略しております。

１株当たり純資産額 52円21銭

１株当たり当期純利益 76円53銭
　

潜在株式調整後
1株当たり
当期純利益

47円88銭
　

１株当たり当期純利益及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

上の基礎
　 　 　損益計算書上の当期純利益

　 　 403,359千円

　 　
 普通株主に帰属しない金額の主要
 内訳

　 　 　　　該当事項はありません。

　 　 　普通株式に係る当期純利益

　 　 403,359千円

　 　 　普通株式の期中平均株式数

　 　 5,270,299株

　 　

 潜在株式調整後１株当たり当期純　
　　 利益の算定に用いられた当期純
利
 整額の主要な内訳

　 　 　　　該当事項はありません。

　 　

　潜在株式調整後１株当たり当期純
　利益の算定に用いられた普通株式
　増加数の主要な内訳

　 　 　　　第１回優先株式　

　 　 　　3,154,387株

　 　

　希薄化効果を有しないため、潜在株　
　式調整後当期純利益の算定に含まれ
　なかった潜在株式の概要

　 　 　　　該当事項はありません。

　

重要な後発事象

前中間会計期間(自　平成16年4月１日　至　平成16年9月30日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成16年4月１日　至　平成16年9月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成16年4月１日　至　平成17年3月31日)

該当事項はありません。
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間会計期間(自平成16年４月１日　至平成16年９月30日)

当社は、当中間会計期間において、金融機関からの支援を受け債務株式化を実行するとともに一部の借

入金についてプロラタ返済(借入残高比率による計画返済)の同意を得ております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、平成16年３月に「新中期経営計画(平成16年４月１日～平成21年３月

31日)」を策定し、当中間会計期間より本格的に実行しております。

収益面については、売上高減少の歯止め策として、営業所の統廃合による効率的な人員配置、大学との

共同研究や異業種との協力による新製品の開発、OEM製品の拡大を主軸とするアライアンスの推進等を実

施し改善に努めております。又、コスト削減策として鉄筋加工会社の設立による鉄筋加工の内製化の拡

大、北部九州地区における物流コストの削減、製造業務請負会社の設立による製造部門労務費の変動費化

並びに予実管理及びマネージメント管理の徹底による内部原価の削減を実行しております。今後は工場・

ラインの統廃合を慎重に推進し、生産効率の向上を図り、更なる改善に努める所存であります。

財務面については、資本金13億18百６万円、資本剰余金17億18百74万円を取崩し、欠損の填補に充当す

るとともに、債務株式化を実施したことにより当中間会計期間末において債務超過は解消しております。

なお、本州撤退に伴う旧工場及び工場用地のうち、旧浜松工場の売却は完了いたしましたが、他の物件並

びに投資有価証券についても引続き処分を進め、更なる有利子負債の圧縮を図ります。

経営体制面については、抜本的事業改革の推進及び意思決定の迅速化を図るべく、取締役４名体制とす

るとともに組織を大幅に簡素化いたしました。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映しておりま

せん。

　

当中間会計期間(自平成17年４月１日　至平成17年９月30日)

当社は、金融機関の支援を受け前事業年度において債務株式化を実行するとともに、現在も、一部の借

入金についてプロラタ返済（借入残高比率による計画返済）を実施しております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、平成16年３月に「新中期経営計画（平成16年４月１日～平成21年３

月31日）」を策定し、前事業年度より本格的に実行しております。

収益面については、売上高減少の歯止め策として、営業所の統廃合による効率的な人員配置、大学との

共同研究や異業種との協力による新製品の開発、OEM製品の拡大を主軸とするアライアンスの推進等を実

施し改善に努めております。又、コスト削減策として鉄筋加工会社の設立による鉄筋加工の内製化の拡

大、物流コストの削減、製造業務請負会社の設立による製造部門労務費の変動費化並びに工場・ラインの

統廃合による内部原価の削減を計画に従って実行しております。今後も更なる工場・ラインの統廃合を慎

重に推進し、生産効率の向上を図り、更なる改善に努める所存であります。

財務面については、前事業年度において資本金及び資本剰余金の取り崩しによる欠損填補並びに債務株

式化の実施による財務体質の強化を図りました。又、当中間会計期間末までに本州からの事業撤退による

遊休不動産をはじめとする売却可能な資産の処分を進め、有利子負債の圧縮を実行いたしております。

経営体制面については、抜本的事業改革の推進及び意思決定の迅速化を図るべく、前事業年度において

取締役４名体制とするとともに組織を大幅に簡素化いたしました。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映しておりま

せん。
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前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)

当社は、当事業年度において金融機関の支援を受け債務株式化を実行するとともに一部の借入金につい

てプロラタ返済（借入残高比率による計画返済）を実施しております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、平成16年３月に「新中期経営計画（平成16年４月１日～平成21年３

月31日）」を策定し、平成16年４月１日より本格的に実行しております。

収益面については、売上高減少の歯止め策として、営業所の統廃合による効率的な人員配置、大学との

共同研究や異業種との享禄による新製品の開発、OEM製品の拡大を主軸とするアライアンスの推進等を実

施し改善に努めております。

又、コスト削減策として鉄筋加工会社の設立による鉄筋加工の内製化の拡大、物流コストの削減、製造

業務請負会社の設立による製造部門労務費の変動費化並びに予実管理及びマネージメント管理の徹底によ

る内部原価の削減を実行しております。今後は工場・ラインの統廃合を慎重に推進し、生産効率の向上を

図り、更なる改善に努める所存であります。

財務面については、資本金13億18百６万円、資本剰余金17億18百74万円を取崩し、欠損の補填に充当す

るとともに、債務株式化を実施したことにより当連結会計年度末において債務超過は解消しております。

なお、本州撤退に伴う旧工場及び工場用地の売却は完了いたしましたが、投資有価証券については引き続

き処分を進め、更なる有利子負債の圧縮を図ります。

経営体制面については、抜本的事業改革の推進及び意思決定の迅速化を図るべく、取締役４名体制とす

るとともに組織を大幅に簡素化いたしました。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映しておりません。
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